
長崎市子育て短期支援事業実施要綱 

 

  （目的） 

第１条  この要綱は、児童を養育している家庭の保護者が疾病等の社会的な事由又は

仕事等の事由により家庭における児童の養育が一時的に困難となったとき、児童

福祉施設においてその児童の養育等を行う長崎市子育て短期支援事業（以下「事

業」という。）について必要な事項を定めることにより、もってこれらの児童及

びその家庭の福祉の向上を図ることを目的とする。 

  （事業） 

第２条  事業の種類及び内容は、次のとおりとする。 

 (1)  短期入所生活援助（ショートステイ）事業 保護者の社会的な事由（疾病、育

児疲れ、育児不安、出産、看護、事故、災害、冠婚葬祭、失踪、転勤、出張及び

学校等の公的行事への参加等をいう。）により家庭における児童の養育が一時的

に困難となったときに、その児童を児童福祉施設において養育する事業  

 (2)  夜間養護（トワイライトステイ）事業 児童を養育している家庭の保護者が、

仕事等の事由によってその保護者の帰宅が夜間にわたる場合、児童に対する生活

指導や家事の面等で困難を生じているときに、その児童を児童福祉施設に通所さ

せ、生活指導、夕食の提供等を行う事業 

 （利用期間） 

第３条  事業の利用期間は、次のとおりとする。 

 (1)  短期入所生活援助（ショートステイ）事業 ７日以内。ただし、市長がやむを

得ない事情があると認めるときは、必要最小限の範囲内で延長することができる

ものとする。 

 (2)  夜間養護（トワイライトステイ）事業 市長が適当と認める期間 

  （実施施設） 

第４条  事業を実施する児童福祉施設（以下「施設」という。）は、次に定めるもののう

ち、市長が指定する施設とする。 

(1) 保育所等の通所施設  

（2） 児童養護施設、乳児院等の入所施設 

  （利用の申請） 

第５条  事業を利用しようとする児童の保護者は、子育て短期支援事業申請書（第１

号様式）により市長へ申請するものとする。 

 



  （利用の決定） 

第６条  市長は、前条の申請書の提出があった場合において、事業の利用を適当と認

めるときは、当該申請を行った保護者に子育て短期支援事業決定通知書（第２号

様式）を交付するものとする。 

  （保護者の負担） 

第７条  事業を利用した児童の保護者は、別表に定める保護者負担額を施設を運営す

る法人へ支払うものとする。 

  （事業の委託） 

第８条  市長は、第４条の規定により指定した施設にあっては、施設を運営する法人

へ事業の実施を委託するものとする。 

  （報告） 

第９条  施設の長は、当該事業が終了したときは、子育て短期支援事業実績報告書

（第３号様式）を市長へ提出するものとする。 

  （委託料の支払） 

第10条  市長は、別表に定める市負担額に前条の規定により報告があった利用日数及  

び利用人数を乗じた額のうち適当と認める額を、当該事業を委託した法人に支払う  

ものとする。 

  （その他） 

第11条  この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。  

 

      附  則（平成７年７月２０日長崎市告示第２１１号） 

  この要綱は、告示の日から施行する。 

   附  則（平成９年３月３１日長崎市告示第１３５号） 

 この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

   附  則（平成１０年７月３０日長崎市告示第２８５号） 

 この要綱は、告示の日から施行し、平成１０年度の委託料から適用する。  

   附  則（平成１２年１月２８日長崎市告示第２９号） 

 この要綱は、告示の日から施行し、平成１１年度の委託料から適用する。  

   附  則（平成１３年２月２１日長崎市告示第５０号） 

 この要綱は、告示の日から施行し、平成１２年度の委託料から適用する。  

   附  則（平成１４年１２月２０日長崎市告示第５４９号） 

 この要綱は、告示の日から施行し、平成１４年度の委託料から適用する。  

   附  則（平成１６年３月３１日長崎市告示第１４８号） 



 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

   附  則（平成１７年３月２９日長崎市告示第１７８号） 

 この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附  則（平成１８年３月３１日長崎市告示第２３７号） 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附  則（平成２０年７月１８日長崎市告示第５５１号） 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２４日長崎市告示第１５０号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

   附  則（平成２８年１月１４日長崎市告示第１０号） 

この要綱は、告示の日から施行する。  

附 則（平成２８年４月１日長崎市告示第２１２号） 



別表（第７条及び第１０条関係） 
  
 （１）短期入所生活援助（ショートステイ）事業 

区     分 １日あたりの費用 
費  用  負  担 

保護者負担額 市負担額 

生活保護世帯及び

支援給付受給世帯 

通所施設 
１歳未満

の児童 

円 

２２，０００ 

円 

０ 

円 

２２，０００ 

入所施設 

２歳未満

の児童 

 

１０，７００ 

 

             ０ 

 

   １０，７００ 

２歳以上

の児童 

 

   ５，５００ 

 

       ０ 

 

   ５，５００ 

市町村民税 

非課税世帯等 

通所施設 
１歳未満

の児童 

 

  ２２，０００ 

 

   １，１００ 

 

  ２０，９００ 

入所施設 

２歳未満

の児童 

 

  １０，７００ 

 

１，１００ 

 

９，６００ 

２歳以上

の児童 

 

５，５００ 

 

１，０００ 

 

４，５００ 

一般世帯 

通所施設 
１歳未満

の児童 

 

  ２２，０００ 

 

   ５，３５０ 

 

  １６，６５０ 

入所施設 

２歳未満

の児童 

 

   1０，７００ 

 

   ５，３５０ 

 

   ５，３５０ 

２歳以上

の児童 

 

   ５，５００ 

 

   ２，７５０ 

 

   ２，７５０ 

 

 （２）夜間養護（トワイライトステイ）事業 

区   分 １日あたりの費用 
費  用  負  担 

保護者負担額 市負担額 

生活保護世帯及び支援給付受給世帯 
             円  

 １，５００ 

             円  

       ０ 

             円 

   １，５００ 

市町村民税非課税世帯等    １，５００      ３００    １，２００ 

一般世帯    １，５００      ７５０      ７５０ 

 備考 

  １ 生活保護世帯には、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第

６条第６項に規定する配偶者のない女子で現に児童を扶養しているものの世帯及び同項に

規定する配偶者のない男子で現に児童を扶養しているものの世帯で、市町村民税非課税世

帯に該当する場合を含む。 

  ２ 「支援給付受給世帯」とは、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した

中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による支援給付受給世帯をいい

ます。 

３  市町村民税非課税世帯等とは、市町村民税非課税世帯並びに父子家庭、母子家庭及び

養育者家庭をいう。ただし、生活保護世帯として取り扱われる世帯を除く。 

４  保護者が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令（昭和３９年政令第２２４号）第１条

第２号の規定に該当する女子又は同令第１条の２第２号に規定する男子に該当する場合

は、その申請に基づき、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１

１号に規定する寡婦又は同条第１２号に規定する寡夫であるとみなし、地方税法第２９

５条第１項第２号、第３１４条の２第１項第８号又は同条第３項及び第３１４条の６

（寡婦又は寡夫に関する部分に限る）の規定の例により市町村民税を算定して得られる

課税額に基づいた世帯区分を適用する。 



 

第１号様式（第５条関係） 

子育て短期支援事業申請書 

  
                               年  月   日 
  （あて先） 
   長崎市長     
                  申請者 住 所             
 
                      氏 名             
                           （電話       ） 
 

 子育て短期支援事業を利用したいので、長崎市子育て短期支援事業実施要綱第５条の規定によ
り次のとおり申請します。 
 

（事業の種類  短期入所生活援助（ショートステイ）事業・夜間養護（トワイライトステイ）事業）  
 

フリガナ 
児童氏名 

 男 女 
生年月日 

(就園・就学状況) 
    年  月  日   
 (                ) 

保護者以外 
の緊急 
連絡先 

  氏名               （続柄） 

  住所                電話 

家庭の状況  

被保険者 
記号・番号 

 

みなし寡婦（寡夫）控除の適用 
（※未婚のひとり親である場合） 

希望する  ・  希望しない 

同意事項 

（1）費用負担の決定に必要があるときは、次の世帯員の税に関する情報、児童扶養手
当に関する情報、戸籍及び住民基本台帳について調査すること。 

（2）施設での養育の実施に必要なため子育て短期支援事業申請書（第１号様式）の写
し、子育て短期支援事業決定通知書（第２号様式）の写し、生活保護受給者証又は
中国残留邦人等に対する支援給付制度による本人確認証若しくは健康保険証の写し
を実施施設に提供すること。 

 

世 
帯 
の 
状 
況 

氏  名 続柄 生年月日 個人番号 同意欄 備 考（勤務先等） 

 

 

   

○印  
 

    

○印  
 

    

○印  
 

    

○印  
 

児 童 の 
健康状態 

  健康状態       (                                            ) 
アレルギー  （ 有「             」・  無 ）        

 服   薬  （ 有「             」・  無 ） 
 その他特記事項（                      ） 

利用予定 
期  間 

     年  月  日  時 ～   年  月  日  時 （  日間） 

利用を希望 
する理由 

 



第２号様式（第６条関係） 

子育て短期支援事業決定通知書 

年  月  日 

 

         様 

                                      長崎市長             印 

 

 

   年   月   日付で申請がありました子育て短期支援事業の利用については、

次のとおり決定しましたので通知します。 

 

１．利用者氏名 

（児童名）                   

 

（保護者名）                  

 

２．事業の種類 

  （ 短期入所生活援助（ショートステイ）事業・夜間養護（トワイライトステイ）事業 ） 

 

３．利用期間      年  月  日～  年  月  日まで（  日間） 

 

４．利用施設名                    

 

５．保護者負担額  １日につき            円 

 



第３号様式（第９条関係） 

子育て短期支援事業実績報告書 

                               年  月  日 
  （あて先） 
   長 崎 市 長 
 
                      実施施設の長 
 
 
長崎市子育て短期支援事業実施要綱第９条の規定に基づき、次のとおり報告します。 

 
 
  事業の種類 
   （ 短期入所生活援助（ショートステイ）事業・夜間養護（トワイライトステイ）事業 ） 
 

保
護
者 

氏 名  

住 所  

児童氏名 
 

（男・女）  年  月  日生（   歳） 

養育期間 年  月  日 ～ 年  月  日（   日間） 

世帯区分 

 
生活保護世帯及び ・ 市町村民税非課税世帯等 ・ 一般世帯 
支援給付受給世帯 
 

年齢区分 ２歳以上の児童 ・ ２歳未満の児童 

事業費用 

保護者から 
徴収した額 

保護者負担額 
円 ×   日＝       円 

委託料請求額 
市負担額 

円 ×   日＝       円 

合  計 円 ×   日＝       円 

備 考 

備考 「支援給付受給世帯」とは、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による支援給付受給世帯をいいます。 
 

印 


